
●特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（平成 26 年内閣府

令第 39号）（抜粋） 

 

（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第 32 条 特定教育・保育施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号

に定める措置を講じなければならない。 

（１）事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生

の防止のための指針を整備すること。 

（２）事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実

が報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 

（３）事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供により事故

が発生した場合は、速やかに市町村、当該支給認定子どもの家族等に連絡を行うとと

もに、必要な措置を講じなければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記

録しなければならない。 

４ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供により賠償

すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 

 

●学校事故対応に関する指針（平成２８年３月３１日付け 27文科初第 1785号）（抜粋） 

 

１ 事故発生の未然防止のための取組 

（１）学校は、教職員が事故等の発生を未然に防ぎ、万一事故が発生しても児童生徒等

の安全を確保できるよう、教職員の研修の充実を図ること。併せて児童生徒等の安全

教育の充実を図ること。さらに、学校保健安全法第２７条及び学校保健安全法施行規

則第２８条に基づき、安全点検を計画的に実施し、必要なマニュアルの見直し及び整

備を図ること。マニュアルの見直しの際には、文部科学省ポータルサイト「文部科学

省×安全教育」を活用し、情報収集に努めること。また、独立行政法人日本スポーツ

振興センター（JSC）の「学校事故事例検索データベース」等を活用し、事故事例の

収集を行うとともに、ヒヤリハット事例についても教職員間で共有し、事故の未然防

止に努めること。学校の設置者、都道府県私立学校主管課及び構造改革特別区域法第

12 条第 1 項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会社担当課（以下「都道府県等

担当課」という。）においても、学校事故の事例や傾向を提供し、事故の未然防止の

ための取組に係る支援・助言を行うこと。 

（２）学校は、緊急対応のための役割分担表の作成等、組織的な危機対応が行えるよう



体制整備を図ること。その際、事故発生時に管理職が不在の場合でも組織的な対応が

行えるように留意すること。また、学校外での活動の際の対応や休日における連絡体

制等についても整備すること。 

（３）学校は、地域学校安全委員会等の機会を通じて日頃より、家庭、地域、関係機関

等との連携を図るようにすること。 

 

２ 事故発生後の取組 

（１）事故発生直後の取組 

ア 事故発生時にはまず事故にあった児童生徒等の生命と健康を優先し、応急手当を

実施すること。被害児童生徒等の保護者へ、事故の発生状況に係る第一報を可能な

限り速やかに実施すること。 

イ 学校は、死亡事故及び治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病を伴う場合等

重篤な事故（事故発生時点においては治療に要する期間が未確定の場合であっても

30 日以上となる可能性が高いと学校が判断したもの及び意識不明の事故を含み、

治療に要する期間が 30 日以上かかる場合でも骨折や捻挫等の事案は事故の発生状

況等により報告の有無を判断）の場合は、学校の設置者等に報告を行うこと。 

なお、公立学校の設置者は報告を受けた事故情報について、当該地方公共団体の

長にも必要に応じて情報提供を行うこと。 

ウ 死亡事故については国に報告を行うこと。 

 （国の報告先） 

 文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課学校安全係 

 電話：03-5253-4111(内線 2917) 

 FAX：03-6734-3794 

 E-mail：anzen@mext.go.jp 

 

 

●放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成 26年厚生労働省令第 63

号）（抜粋） 

 

（事故発生時の対応） 

第 21 条 放課後児童健全育成事業者は、利用者に対する支援の提供により事故が発生

した場合は、速やかに、市町村、当該利用者の保護者等に連絡を行うとともに、必要

な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者に対する支援の提供により賠償すべき事故が

発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 
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